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資　
　

格

　

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
方
は
、

国
民
健
康
保
険
（
国
保
）
の
加
入
ま

た
は
脱
退
手
続
き
が
必
要
で
す
。

加
入
（
資
格
取
得
）

覆
社
会
保
険
、
共
済
組
合
、
国
民
健

康
保
険
組
合
な
ど
職
場
の
健
康
保
険

を
喪
失
し
た
方
で
、
任
意
継
続
や
他

の
健
康
保
険
に
加
入
し
て
い
な
い
方

弗
離
職
お
よ
び
喪
失
の
確
認
が
で
き

る
書
類
（
離
職
票
、
社
会
保
険
資
格

喪
失
証
明
書
な
ど
）、
年
金
手
帳

（
60
歳
未
満
の
方
で
、
国
民
年
金
加

入
者
を
除
く
）

脱
退
（
資
格
喪
失
）

覆
国
保
に
加
入
し
て
い
た
方
で
、
社

会
保
険
、
共
済
組
合
、
国
民
健
康
保

険
組
合
な
ど
他
の
健
康
保
険
に
加
入

し
た
方

弗
新
し
い
保
険
証
、
国
民
健
康
保
険

証

給　
　

付

出
産
し
た
と
き

　

被
保
険
者
が
出
産
し
た
と
き
、
出

産
育
児
一
時
金
（
42
万
円
）
を
支
給

し
ま
す
。
出
産
育
児
一
時
金
の
支
払

方
法
は
次
の
と
お
り
で
す
（
出
産
の

翌
日
か
ら
起
算
し
、
２
年
を
過
ぎ
る

と
支
給
不
可
）。

①
直
接
支
払
制
度

　

医
療
機
関
と
被
保
険
者
が
申
請
・

受
け
取
り
の
契
約
を
す
る
こ
と
に
よ

り
、
国
保
か
ら
医
療
機
関
へ
出
産
育

児
一
時
金
が
直
接
支
払
わ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
国
保
年
金
課
で
の
手
続
き

は
不
要
で
す
（
制
度
が
利
用
で
き
な

い
医
療
機
関
が
あ
り
ま
す
）。

②
受
取
代
理
制
度

　

直
接
支
払
制
度
の
取
り
扱
い
が
な

く
、
国
へ
受
取
代
理
制
度
取
り
扱
い

の
届
け
出
を
し
た
医
療
機
関
で
出
産

す
る
と
き
に
利
用
で
き
ま
す
。

③
国
保
年
金
課
へ
申
請

　

①
②
の
制
度
を
利
用
し
な
か
っ
た

場
合
は
、
国
保
年
金
課
へ
の
申
請
に

よ
り
出
産
後
に
42
万
円
を
支
給
し
ま

す
。医

療
費
が
高
額
に
な
る
と
き

　

１
カ
月
の
世
帯
ご
と
に
設
定
さ
れ

た
「
自
己
負
担
限
度
額
」
を
超
え
た

額
は
、「
高
額
療
養
費
」
に
な
り
ま
す
。

①
事
前
申
請
す
る
場
合

　

入
院
や
高
額
な
外
来
診
療
を
す
る

と
き
は
、事
前
に
国
保
年
金
課
で「
限

度
額
認
定
証
」
の
交
付
を
受
け
、
医

療
機
関
の
窓
口
で
提
示
す
る
と
、
表

１
ま
た
は
表
２
の
自
己
負
担
限
度
額

（
月
の
１
日
〜
末
日
ご
と
の
計
算
）

ま
で
の
支
払
い
と
な
り
ま
す
。

弗
保
険
証
、
世
帯
主
の
印
鑑
、
平
成

26
年
以
降
に
転
入
し
た
方
は
前
住
所

地
の
課
税
ま
た
は
非
課
税
証
明
書

※
国
民
健
康
保
険
税
を
滞
納
し
て
い

る
場
合
、
限
度
額
認
定
証
は
発
行
で

き
ま
せ
ん
。

※
70
歳
以
上
75
歳
未
満
で
課
税
世
帯

の
方
は
、「
高
齢
受
給
者
証
」
を
提

示
し
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
非
課
税

世
帯
の
方
は
、「
限
度
額
適
用
・
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
」
の
交
付
を

受
け
て
く
だ
さ
い
。

②
事
前
申
請
し
な
か
っ
た
場
合

　

①
の
事
前
申
請
で
限
度
額
認
定
証

を
利
用
し
な
か
っ
た
場
合
な
ど

仏
該
当
世
帯
主
に
、
受
診
月
の
２
カ

月
後
以
降
に
送
付
さ
れ
る
高
額
療
養

費
支
給
申
請
書
を
国
保
年
金
課
へ

※
診
療
月
の
翌
月
の
１
日
か
ら
起
算

し
、
２
年
を
過
ぎ
る
と
支
給
不
可

※
差
額
ベ
ッ
ド
代
、
食
事
代
、
保
険

外
診
療
は
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。
ま

た
、
途
中
で
保
険
が
変
更
に
な
っ
た

場
合
は
、
別
計
算
で
す
。

＊
「
高
額
療
養
費
の
自
己
負
担
限
度

額
」
の
計
算
方
法
は
、
年
齢
区
分
に

よ
り
、
次
の
と
お
り
で
す
。

●
70
歳
未
満
の
方
の
場
合
（
表
１
）

①
医
療
機
関
ご
と
に
別
々
に
計
算
し

自
己
負
担
額
２
万
１
千
円
以
上
支
払

っ
た
も
の
が
計
算
対
象
で
す
。

②
同
じ
医
療
機
関
で
も
入
院
と
外
来

は
別
々
に
計
算
し
ま
す
。
ま
た
、
歯

科
に
つ
い
て
も
別
計
算
で
す
。

●
70
歳
以
上
75
歳
未
満
の
方
の
場
合

（
表
２
）

①
医
療
機
関
の
区
別
を
せ
ず
合
算
し

ま
す
。

②
外
来
は
個
人
単
位
で
計
算
し
、
入

院
を
含
む
自
己
負
担
額
は
世
帯
単
位

で
合
算
し
ま
す
。

医
療
費
を
全
額
自
己
負
担
し
た
と
き

　

国
民
健
康
保
険
療
養
費
支
給
申
請

書
を
提
出
し
、
審
査
・
決
定
し
た
の

ち
、
自
己
負
担
分
を
除
い
た
額
が
払

い
戻
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
支
払
っ
た

日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
、
２
年
を
過

ぎ
る
と
支
給
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、

必
要
書
類
な
ど
は
、
表
３
の
と
お
り

で
す
。

介
護
保
険
の
受
給
者
が
い
る
と
き

　

同
じ
世
帯
で
医
療
費
と
介
護
サ
ー

ビ
ス
費
の
両
方
が
高
額
に
な
っ
た
場

合
は
、
申
請
に
よ
り
医
療
と
介
護
を

合
算
し
た
自
己
負
担
限
度
額（
表
４
）

を
超
え
た
分
を
高
額
介
護
合
算
療
養

費
と
し
て
支
給
し
ま
す
。

　

１
年
を
通
し
て
八
潮
市
国
保
に
該

当
す
る
世
帯
に
は
申
請
書
を
送
付
し

ま
す
（
保
険
の
変
更
が
あ
っ
た
方
は

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
）。

交
通
事
故
に
あ
っ
た
と
き

　

交
通
事
故
な
ど
第
三
者（
加
害
者
）

の
行
為
で
け
が
を
し
た
場
合
で
も
、

「
第
三
者
行
為
に
よ
る
被
害
届
」
を

提
出
す
れ
ば
国
保
を
使
う
こ
と
が
で

き
ま
す
（
給
付
制
限
に
該
当
、
仕
事

中
や
通
勤
途
中
を
除
く
）。

　

な
お
、
届
出
前
に
加
害
者
か
ら
治

療
費
を
受
け
取
っ
た
り
、
示
談
を
済

ま
せ
た
場
合
は
、
国
保
が
使
え
な
く

な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
国
保
を
使

う
場
合
は
、
で
き
る
だ
け
早
め
に
届

け
出
を
し
て
く
だ
さ
い
。

亡
く
な
っ
た
と
き

　

被
保
険
者
が
亡
く
な
っ
た
と
き
、

葬
祭
を
行
っ
た
方
（
喪
主
）
に
葬
祭

費
５
万
円
を
支
給
し
ま
す
（
葬
儀
日

の
翌
日
か
ら
起
算
し
、
２
年
を
過
ぎ

る
と
支
給
不
可
）。

弗
保
険
証
、
喪
主
の
印
鑑
、
喪
主
の

預
貯
金
通
帳

※
亡
く
な
っ
た
方
と
喪
主
が
別
世
帯

の
場
合
は
葬
儀
の
領
収
書

保
健
事
業

脳
ド
ッ
ク
補
助
金

脳
ド
ッ
ク
補
助
金

覆
八
潮
市
国
保
の
資
格
が
１
年
以
上

あ
る
40
歳
以
上
の
方
で
、
国
民
健
康

保
険
税
・
市
税
を
滞
納
し
て
い
な
い

方弗
医
療
機
関
の
領
収
書
（
脳
ド
ッ
ク

費
用
が
分
か
る
も
の
）、
保
険
証
、

世
帯
主
の
印
鑑
、
預
貯
金
通
帳

補
助
額　

脳
ド
ッ
ク
検
査
費
用
の
７

割
（
限
度
額
＝
２
万
５
千
円
）

※
１
年
度
内
に
１
回

仏
脳
ド
ッ
ク
を
受
け
た
日
か
ら
４
週

間
以
内
、
検
診
結
果
が
あ
る
場
合
は

提
出健

康
診
査
等
補
助
金

健
康
診
査
等
補
助
金

　

検
診
時
に
申
請
書
の
提
出
に
よ
り

検
診
費
用
が
無
料
に
な
り
ま
す
。

※
市
が
実
施
す
る
以
外
の
検
診
を
受

け
た
場
合
は
、
市
が
実
施
す
る
検
診

な
ど
の
自
己
負
担
金
と
同
額
を
補
助

覆
胃
が
ん
、
肺
が
ん
、
大
腸
が
ん
、

乳
が
ん
（
２
年
に
１
度
）、
子
宮
が

ん
（
２
年
に
１
度
）、
肝
炎
ウ
イ
ル

ス
検
診
（
過
去
に
補
助
を
受
け
て
い

な
い
方
の
み
）、
歯
周
疾
患
検
診
、

ヘ
ル
シ
ー
チ
ェ
ッ
ク
（
20
〜
39
歳
）

弗
検
診
結
果（
写
）、
領
収
書
、
保
険

証
、
世
帯
主
の
印
鑑
、
預
貯
金
通
帳

保
養
施
設
利
用
助
成

保
養
施
設
利
用
助
成

覆
八
潮
市
国
保
被
保
険
者

弗
保
険
証
、
印
鑑

補
助
額　

１
人
３
０
０
０
円
（
小
学

生
は
１
５
０
０
円
）
※
１
年
度
内
１

回
、
未
就
学
児
は
対
象
外

利
用
方
法　

1
直
接
保
養
施
設
に
予

約
（
埼
玉
県
国
保
連
合
会
の
保
養
施

設
宿
泊
利
用
共
同
事
業
を
利
用
す
る

こ
と
を
伝
え
、
料
金
を
必
ず
確
認
）

2
予
約
後
、
宿
泊
予
定
日
３
日
前
ま

で
に
、
保
養
施
設
利
用
申
込
書
（
国

保
年
金
課
で
配
布
）
を
提
出
3
宿
泊

時
、
交
付
さ
れ
た
利
用
券
お
よ
び
助

成
券
を
必
ず
保
養
施
設
に
提
出

※
宿
泊
後
の
事
後
申
請
は
不
可

　

国
民
健
康
保
険
の
資
格
、
給
付
、
保
健
事
業
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

物
国
保
年
金
課
☎
奮
２
１
４

国
民
健
康
保
険
か
ら
の

国
民
健
康
保
険
か
ら
の

お
知
ら
せ

お
知
ら
せ

表 1　70歳未満の方の自己負担限度額（月額）
区分 所得要件 限　度　額
ア 旧ただし書き所得

901万円超
252,600円＋（総医療費－842,000）× 1％
＜多数回該当　140,100円＞

イ 旧ただし書き所得
600万円超～901万円以下

167,400円＋（総医療費－558,000）× 1％
＜多数回該当　 93,000円＞

ウ 旧ただし書き所得
210万円超～600万円以下

 80,100円＋（総医療費－267,000）× 1％
＜多数回該当　 44,400円＞

エ 旧ただし書き所得
210万円以下

 57,600円
＜多数回該当　 44,400円＞

オ 住民税非課税  35,400円
＜多数回該当　 24,600円＞

注 1：住民税の申告のない方がいる場合、アの区分とみなされます。
注 2：旧ただし書き所得とは、総所得金額から基礎控除「33万円」を除いた額です。
注 3：多数回該当とは、過去12カ月間で、同じ世帯での支給が 4回以上あった場合

の、 4回目以降の限度額を示します。

表 2　70歳以上75歳未満の方の自己負担限度額（月額）
所得区分 外来（個人単位） 外来＋入院（世帯単位）

現役並み所得者※1 44,400円 80,100円＋（医療費－ 267,000円）× 1％
（過去12カ月以内に限度額を超えた支給が 4回以上あった場合、 4回目以降は44,400円）

一般 12,000円 44,400円
低所得者Ⅱ※2  8,000円 24,600円
低所得者Ⅰ※3  8,000円 15,000円

※ 1　同一世帯に、住民税課税所得145万円以上の70歳以上75歳未満の国保被保険者がいる方。
　　　ただし、70歳以上75歳未満の国保被保険者が、 1人の場合収入383万円未満、 2人以上の場合収入合計520万円未満、

1人で収入383万円以上ある方がいるが同一世帯に後期高齢者医療制度へ移行する方（旧国保被保険者）を含めた収
入合計が520万円未満の場合は、申請により「一般」の区分と同様になります。

※ 2　同一世帯の世帯主とすべての国保被保険者が、住民税非課税の世帯に属する方（低所得者Ⅰ以外の方）。
※ 3　同一世帯の世帯主とすべての国保被保険者が、住民税非課税でその世帯の各所得から必要経費・控除（年金の所得の

控除額を80万円として計算）を差し引いたときに 0円となる世帯に属する方。

表 3　医療費を全額自己負担したときの必要書類など
申請に必要なもの

主な例
保険証

診療内
容の明
細書

医師の
診断書

（同意書）
領収書 世帯主の印鑑

世帯主
の預貯
金通帳

急病などでやむを得ず保険証を持
たずに治療を受けたとき ○ ○ － ○ ○ ○
医師が治療上必要と認めた補装具
を購入したとき ○ － ○ ○ ○ ○
保険治療の対象となる柔道整復、
医師の同意により、はりきゅう・
マッサージにかかったとき

○ ○
○

柔道整復
は不要

○ ○ ○

国外で治療を受けたとき（治療目
的の渡航は除く）
外国語の書類は日本語訳文を添付

○ ○ － ○ ○ ○

表 4　医療と介護の自己負担額合算後の限度額（平成26年 8 月～平成27年 7 月）

70
歳
未
満

所得要件 限度額

70
歳
以
上

所得要件 限度額
旧ただし書き所得
901万円超 1,760,000円 課税所得

145万円以上 670,000円

旧ただし書き所得
600万円超～901万円以下 1,350,000円 課税所得

145万円未満 560,000円

旧ただし書き所得
210万円超～600万円以下 670,000円 住民税非課税

低所得世帯Ⅱ 310,000円

旧ただし書き所得
210万円以下 630,000円 住民税非課税

低所得世帯Ⅰ 190,000円

住民税非課税 340,000円


